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１．島根原発の避難計画の特徴

・県庁所在地の避難計画・・46万人の避難（全国第3位の人数）

・避難行動要支援者数 全国1位（2021年2月20日共同通信調べ）

「避難行動要支援者」・・要配慮者（高齢者、障害者、乳幼児その他
の特に配慮を要する者をいう）のうち、災害が
発生し、又は災害が発生する恐れがある場合に
自ら避難することが困難な者であって、その円滑
かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要
するもの。（改正災害対策基本法第４９条の１０第１項）

①医療機関⼊
院患者
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リスクが⾼ま
る者
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リスクが⾼ま
る者

合計
(※は、PAZ内の屋内退

避⼈数の合計)

島根地域 PAZ ①と②
551

①と②
※ 426 ー ー 479 ※ 75 1030(※ 501)

2021.7.30 UPZ 6,161 10,582 39,120 55,863

計 6,712 10,582 39,599 56,893

※⼊院患者・社会福祉施設⼊所者・在宅避難⾏動要⽀援者の中で避難によりリスクが⾼まる者の⼈数



２．「できるだけ住民を逃がさない」施策への転換
参考資料：上岡直見著「原発避難はできるか」（2020年）

・2014年の「原子力災害対策指針」改訂の方針により、5～30㎞圏内（UPZ）では、
原子力緊急事態の際はすぐに避難せず屋内退避を原則とすることになった。
この方針転換により「総合的に被ばくが低減できる」としている。

・原発から5㎞（PAZ）の事前避難は従来通りだが、「避難の実施により健康

リスクが高まる者」は放射線防護施設内で、安全に避難する準備ができるま
で屋内退避を実施する。

・屋内退避を妥当とする試算では、放射性物質の放出量を福島原発事故の
100分の１とする前提に基づいている。（新規制基準の前提がそうなっているこ
とが理由で、実証的な根拠は示されていない）

福島原発事故時、「双葉病院」では避難の途中で多くの患者が死亡したという
ことを教訓として説明している。

➡本当の理由は、30㎞圏内の住民を迅速かつ安全に移動させることが
不可能だから？

➡住民を避難指示によって動かすと発電事業者に補償責任が発生するため？



３．「原子力災害時の避難計画に関するアンケート
（対象：社会福祉施設）」結果より

【実 施 者】 えねみら・とっとり（エネルギーの未来を考える会）

【実施時期】 2021年9月
【 背 景 】 屋内退避が重視される中で、高齢者施設および

障がい者事業所（通所・入所）の原子力災害時

の施設対応について調査した。

【 目 的 】 現場のスタッフからみた現状と課題を明らかにする

ため

【 方 法 】 高齢者および障がい者の社会福祉施設にアンケー

トを送付し、それぞれの回答を通所・入所に分けて

整理した。回収率は28％（113か所中、32か所から

回答）。



【調査結果から見える主な課題】

1)通所施設の課題

・原発事故の進展により、道路事情など不確実なことが多い。

・送迎を予定しているが、渋滞や混乱がある場合、通所の利用者の家族の

お迎え・スタッフによる送りに時間がかかることが予想される。

・通所においても、状況によっては利用者とともに屋内退避・避難することが

予想されるが、施設としては体制があるとは言えない。特に高齢者施設

では、布団など寝泊まりする準備がなく、限られたスタッフでは屋内退避・

避難どちらにおいても、利用者の健康面で不安がある。

図１ 通所利⽤者と屋内退避する体制はあるか   図２ 通所スタッフと利⽤者との⼀緒の避難 
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2)入所施設の課題 ①
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・屋内退避の場合、水・食料の備蓄は3日分とする施設が多い。
・医薬品・介護用品の備蓄は7日分以上あり、比較的多い。
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・屋内退避中の健康維持には不安がある。
・屋内退避に対する行政の支援は不明の施設が多い。
・避難先は一応決まっている。
・車両については行政から配車の支援がある予定。
・避難に必要なスタッフの確保に対する支援は不明であり、不安がある。
・原発災害時の装備品や医療機器の確保はまだできていない施設が多い。

3)入所施設の課題 ②

屋内退避中に必要なスタッフ確保 屋内退避中の⼊所者・スタッフの健康維持



４．詳細不明なUPZ圏内の屋内退避問題
➡屋内退避計画が作成されていない中で屋内退避は実現不可能

屋内退避は、無用な被ばくを避けるためとされているが、物流が止まる中で何日可能か？

・屋内退避は内部被ばくを防ぐことができない（家の構造・年数により異なる）

・屋内退避の期間・解除の基準は不明のため、UPZ 圏内の住民に食料や

水・ガソリンの補給・配布をするための支援体制が必要だが、不明

・複合災害時に、自宅等が断水・停電・建物の倒壊などに見舞われる場合

の支援体制不明➡コンクリート建物に避難するとされている

・屋内退避中の避難行動要支援者や家族、高齢者・障がい者等福祉施設

への支援体制について詳細が不明

➡在宅および通所施設を利用している障がい者・高齢者は 屋内退避指

示時には自宅で過ごすことになるため、同居家族を支援する体制が必

要だが不明

➡急な体調変化に対応した医療 支援体制も必要だが詳細は不明

・屋内退避が継続する場合、安定ヨウ素剤の服用ができない可能性

・屋内退避指示は 30 ㎞圏内に留まらず、30 ㎞圏外に及ぶ場合の支援体

制は不明



福島第一原発事故からの教訓と言うけれど・・・



引用：国会事故調報告書 図4.2.3‐1
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５．福島第一原発事故時の状況はどうだったのか？



＜福島の教訓は、避難より屋内退避なのか？＞

・移動が最も大きな問題全員が車いす・ストレッチャーが必要
➡通常の自家用車や観光バスでは搬送できない

・患者の状態によっては、点滴や酸素ボンベが必要。
➡1人につき、2人以上の介護士・看護師が付きそう必用あり

・移動時間が2時間以上かかると医療行為が必要になる可能性
・1時間ごとに様子を見守る必要あり

☆重度の患者・障がい者避難の困難性
～米子市内の高齢者介護施設の聞き取り調査（2014年）より～

☆双葉病院（大熊町）で起きた予期せぬ事態 3/12早朝に避難指示

➡① 3/12正午過ぎ避難209人とスタッフ64名 ～3/16避難終了
② 3/14 避難34人③ 3/16 避難91名（②と③のグループに、スタッフはいなかった）

・電気・水道・ガス・電話の全てがストップ（屋上の貯水タンクの破損で水を失う）
・当日のスタッフ不足 平時の2分の1
・地震による破損が多く、点滴など医療道具不足
・救助隊（警察・自衛隊等）との連絡がとれない状況を伝えられない

・軽度な患者の移動を先にして、そこにスタッフが同行したため、重度の患者と
院長のみが取り残される
・原発の状況悪化（水素爆発）による救助隊の動揺



重度の患者ほど屋内退避でリスクが高まる可能性？

・重度の患者ほど、手厚い看護・介護が必要であり、スタッフや物資の

不足により、衰弱する可能性が高い。

・予期せぬ事態が起きた場合、重度の患者の対応が最も深刻な事態

になる

＜重度の患者の避難を後回しにするのは、危険ではないのか＞

3月11日避難 「サンライトおおくま」（原発から3㎞）
入所者79人は大型バス避難

3月12日早朝避難 「福島県立大野病院」（原発から4.8㎞）
重症患者38人を救急車で救助

3月12日午後2時頃「双葉厚生病院」（原発から4.0㎞）
患者136人 重症患者40人は自衛隊ヘリコ
プターで、他は大型バスで避難

＜他の施設の入居者の状況＞ 水素爆発の前に避難は終了



2018年9月4日日本海新聞記事より

複合災害は予測不能 鳥取県の地震による被害想定



６．本当に可能なのか？ PAZ圏内の「避難の実施により
健康リスクが高まる者」の屋内退避

「避難の実施により健康リスクが高まる者」501人と支援者501人（内閣府資料より）

（「避難可能な者」529人） 内閣府資料



本来の目的「住民の生命・身体・財産の
保護」が果たせない原発避難計画

地⽅公共団体（県・市町村）
地域防災計画・広域住⺠避難計画の
作成は法的責務

原⼦⼒規制委員会
「原⼦⼒災害対策指針」の作成と提供は
法的責務。「実効性」の評価は新規制基準
適合の要件ではない

国（内閣府）
地域原⼦⼒防災協議会の設置
避難計画作成マニュアルを提供
原⼦⼒防災会議で確認・了承

電⼒会社
法的強制⼒のない安全協定

援助

援助

援助


